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第１ 財務書類４表について 

 平成１８年、総務省の「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための

指針の策定」において、地方公会計改革が掲げられた。より正確な財務情報の公

開と、資産及び債務の適正な管理の観点から、「総務省方式改訂モデル」と「総

務省基準モデル」に基づいた貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書

及び資金収支計算書の作成が求められ、本市では平成２０年度決算から「総務省

方式改訂モデル」を採用し、作成している。 

 しかし、公有財産の状況や発生主義による取引情報を複数仕訳によらず決算統

計（地方財政状況調査）のデータを活用して作成する「総務省方式改訂モデル」

では、数値の正確性等の面で課題があった。 

 このため、総務省において、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とし

た財務書類の作成に関する「統一的な基準」が示され、原則として平成２７年度

から平成２９年度までの３年間で全ての地方公共団体において作成し、公表する

ように要請されたところである。 

 本市では、平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づき、財務書類を作成

している。 

「統一的な基準」と「総務省方式改訂モデル」との違い 

統一的な基準 総務省方式改訂モデル 

発 生 主 義 及 び 

複 式 簿 記 の 導 入 

発生の都度（日々仕訳）、

複式仕訳により作成する。 

決算データを活用して作成

する。 

固定資産台帳の整備 

台帳の整備を前提とし、今

後の公共施設等のマネジメ

ントにも活用が可能であ

る。 

台帳整備は、前提とされて

いない。 

比 較 可 能 性 

「統一的な基準」による財

務書類の作成により、団体

間での比較が可能である。 

総務省方式改訂モデル、基

準モデルその他の方式とい

ったものが混在し、比較が

困難である。 

- 1 -



第２ 財務書類の作成基準 

 １ 対象会計 

   一般会計等とは、本市の場合は、一般会計及び土地取得特別会計が対象とな

る。 

 ２ 作成基準日等 

  ⑴ 会計年度の末日（３月３１日）を作成の基準日とし、出納整理期間（４月

１日から５月３１日まで）における出納については、基準日までに終了した

ものとして処理する。 

  ⑵ 本市の令和７年度の基準日時点での人口は、７７，８３７人である。 

  ⑶ １，０００円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しな

い場合がある。 

 ３ 財務書類４表の関係 

   貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の４

表の関係を図示すると次のようになる。 

＋本年度末
　歳計外現金残高

臨時利益
固定資産等

の変動
前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

うち
現金
預金

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

【財務書類４表構成の相互関係】

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支
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第３ 貸借対照表 

 １ 貸借対照表とは 

   貸借対照表は、会計年度の末日時点において市が所有している土地、建物等

の財産（資産）と、それらの資産をどのような財源（負債：将来の世代の負担、

純資産：これまでの世代の負担）で賄っているかを表している。 

 ２ 貸借対照表の見方 

借   方 貸   方 

資   産 負   債 

 

固定資産 

事業用資産（庁舎、学

校等）とインフラ資産

（道路、公園等）に分

けられ、将来の世代に

引き継ぐ社会資本、関

係団体への出資金等の

投資その他の資産を表

したもの 

 

固定負債 

地方債、退職手当引当

金等の将来の世代の負

担となるものを表した

もの 

流動負債 

１年以内に支払が予定

されている地方債、賞

与引当金等を表したも

の 

流動資産 

資金（会計年度の末日

時点において保有して

いる現金及び基金以外

の預金）、税等の未収

金、貸付金、財政調整

基金等の積立金等の将

来現金化することが可

能な財産を表したもの 

純 資 産 

 

固定資産等 

形 成 分 

これまでの世代及び国

又は県が負担した将来

返済する必要のない財

産を表したもの 
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３　令和７年度貸借対照表

（令和８年　３月３１日現在）
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 103,447,481 固定負債 27,308,280 

有形固定資産 96,768,566 地方債 23,914,189 
事業用資産 42,880,274 長期未払金 - 

土地 28,422,748 退職手当引当金 2,959,671 
立木竹 - 損失補償等引当金 - 
建物 52,962,656 その他 434,420 
建物減価償却累計額 △ 38,894,111 流動負債 3,284,522 
工作物 718,469 １年内償還予定地方債 2,635,401 
工作物減価償却累計額 △ 520,017 未払金 - 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 343,547 
航空機 - 預り金 305,574 
航空機減価償却累計額 - その他 - 
その他 - 30,592,803 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 190,529 固定資産等形成分 106,570,918 

インフラ資産 53,388,492 余剰分（不足分） △ 29,021,014
土地 28,195,473 
建物 105,796 
建物減価償却累計額 △ 58,470
工作物 65,480,485
工作物減価償却累計額 △ 45,019,144
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 4,684,353 

物品 1,322,710 
物品減価償却累計額 △ 822,909

無形固定資産 627 
ソフトウェア -
その他 627 

投資その他の資産 6,678,288 
投資及び出資金 24,971 

有価証券 1,239 
出資金 23,732 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 313,035 
長期貸付金 - 
基金 6,348,265 

減債基金 - 
その他 6,348,265 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 7,984

流動資産 4,695,226
現金預金 1,450,067
未収金 124,289 
短期貸付金 - 
基金 3,123,437 

財政調整基金 2,782,609 
減債基金 340,828 

棚卸資産 - 
その他 785 
徴収不能引当金 △ 3,352 77,549,904 

108,142,707 108,142,707 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計

- 4 -



貸
借
対
照
表
の
内
容
に
関
す
る
明
細

　
資
産
項
目
の
明
細

⑴
有
形
固
定
資
産
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

前
年
度
末
残
高

（
A
）

本
年
度
増
加
額

（
B
）

本
年
度
減
少
額

（
C
）

本
年
度
末
残
高

（
A
)
＋
（
B
)
-
（
C
)

（
D
）

本
　
年
　
度
　
末

減
価
償
却
累
計
額

（
E
)

本
年
度
償
却
額

（
F
)

差
引
本
年
度
末
残
高

（
D
)
－
（
E
)

（
G
)

8
0
,
0
6
6
,
7
6
8

4
,
9
2
0
,
4
0
7

2
,
6
9
2
,
7
7
3

8
2
,
2
9
4
,
4
0
2

3
9
,
4
1
4
,
1
2
9

9
4
4
,
7
5
6

4
2
,
8
8
0
,
2
7
4

土
地

2
8
,
4
2
2
,
7
5
7

0
9

2
8
,
4
2
2
,
7
4
8

2
8
,
4
2
2
,
7
4
8

立
木

竹
0

0
0

0
0

建
物

5
0
,
4
1
0
,
1
2
0

2
,
5
5
5
,
5
8
7

3
,
0
5
1

5
2
,
9
6
2
,
6
5
6

3
8
,
8
9
4
,
1
1
1

9
2
0
,
3
6
0

1
4
,
0
6
8
,
5
4
5

工
作

物
6
9
0
,
3
5
4

5
6
,
7
4
7

2
8
,
6
3
2

7
1
8
,
4
6
9

5
2
0
,
0
1
7

2
4
,
3
9
6

1
9
8
,
4
5
2

船
舶

0
0

0
0

0
0

0

浮
標

等
0

0
0

0
0

0
0

航
空

機
0

0
0

0
0

0
0

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

建
設

仮
勘

定
5
4
3
,
5
3
6

2
,
3
0
8
,
0
7
3

2
,
6
6
1
,
0
8
0

1
9
0
,
5
2
9

1
9
0
,
5
2
9

9
6
,
4
0
2
,
6
4
0

2
,
3
4
6
,
0
6
2

2
8
2
,
5
9
5

9
8
,
4
6
6
,
1
0
6

4
5
,
0
7
7
,
6
1
5

1
,
3
1
9
,
3
3
3

5
3
,
3
8
8
,
4
9
2

土
地

2
8
,
0
9
5
,
2
6
3

1
0
0
,
2
0
9

0
2
8
,
1
9
5
,
4
7
3

2
8
,
1
9
5
,
4
7
3

建
物

1
0
5
,
7
9
6

0
0

1
0
5
,
7
9
6

5
8
,
4
7
0

2
,
9
8
1

4
7
,
3
2
5

工
作

物
6
5
,
2
0
7
,
0
7
5

2
7
3
,
4
1
1

0
6
5
,
4
8
0
,
4
8
5

4
5
,
0
1
9
,
1
4
4

1
,
3
1
6
,
3
5
2

2
0
,
4
6
1
,
3
4
1

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

建
設

仮
勘

定
2
,
9
9
4
,
5
0
6

1
,
9
7
2
,
4
4
2

2
8
2
,
5
9
5

4
,
6
8
4
,
3
5
3

4
,
6
8
4
,
3
5
3

1
,
0
6
5
,
4
3
7

2
7
2
,
4
5
4

1
5
,
1
8
2

1
,
3
2
2
,
7
1
0

8
2
2
,
9
0
9

9
3
,
9
4
8

4
9
9
,
8
0
1

1
7
7
,
5
3
4
,
8
4
5

7
,
5
3
8
,
9
2
3

2
,
9
9
0
,
5
5
0

1
8
2
,
0
8
3
,
2
1
8

8
5
,
3
1
4
,
6
5
2

2
,
3
5
8
,
0
3
7

9
6
,
7
6
8
,
5
6
6

区
分

合
計

事
業

用
資

産

イ
ン

フ
ラ

資
産

物
品

- 5 -



⑵
有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的
別
明
細

（
単
位
：
千
円
）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

育
福

祉
環

境
衛

生
産

業
振

興
消

防
総

務
合

計

3
,
7
3
5
,
1
3
0

6
1
,
7
0
6
,
0
2
9

8
,
4
5
8
,
9
7
0

1
,
5
5
6
,
4
8
7

3
4
,
6
4
0

7
1
9
,
2
9
2

6
,
0
8
3
,
8
5
5

8
2
,
2
9
4
,
4
0
2

土
地

2
,
2
7
1
,
6
1
9

2
0
,
4
5
5
,
4
4
0

2
,
2
7
8
,
8
6
6

5
1
6
,
4
5
4

3
,
6
6
0

2
3
6
,
7
7
5

2
,
6
5
9
,
9
3
5

2
8
,
4
2
2
,
7
4
8

立
木

竹
0

0
0

0
0

0
0

0

建
物

1
,
4
5
8
,
2
0
1

4
0
,
8
9
1
,
7
0
3

6
,
0
7
5
,
8
7
2

8
4
5
,
2
4
4

0
4
7
8
,
0
2
0

3
,
2
1
3
,
6
1
7

5
2
,
9
6
2
,
6
5
6

工
作

物
4
,
1
0
0

2
1
5
,
9
5
1

1
0
1
,
9
2
3

1
9
3
,
9
6
6

3
0
,
9
8
0

4
,
4
9
7

1
6
7
,
0
5
2

7
1
8
,
4
6
9

船
舶

0
0

0
0

0
0

0
0

浮
標

等
0

0
0

0
0

0
0

0

航
空

機
0

0
0

0
0

0
0

0

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

0

建
設

仮
勘

定
1
,
2
1
0

1
4
2
,
9
3
5

2
,
3
1
0

8
2
3

0
0

4
3
,
2
5
1

1
9
0
,
5
2
9

9
7
,
4
5
1
,
1
4
5

2
3
,
0
5
2

6
,
8
7
9

0
0

0
9
8
5
,
0
3
0

9
8
,
4
6
6
,
1
0
6

土
地

2
7
,
2
0
4
,
0
2
6

0
6
,
8
7
9

0
0

0
9
8
4
,
5
6
8

2
8
,
1
9
5
,
4
7
3

建
物

1
0
5
,
7
9
6

0
0

0
0

0
0

1
0
5
,
7
9
6

工
作

物
6
5
,
4
6
0
,
6
6
3

1
9
,
8
2
3

0
0

0
0

0
6
5
,
4
8
0
,
4
8
5

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

0

建
設

仮
勘

定
4
,
6
8
0
,
6
6
1

3
,
2
2
9

0
0

0
0

4
6
2

4
,
6
8
4
,
3
5
3

4
1
,
5
9
9

6
1
7
,
4
1
4

3
2
,
1
9
5

1
6
1
,
5
2
3

0
1
7
3
,
7
8
6

2
9
6
,
1
9
3

1
,
3
2
2
,
7
1
0

1
0
1
,
2
2
7
,
8
7
5

6
2
,
3
4
6
,
4
9
5

8
,
4
9
8
,
0
4
4

1
,
7
1
8
,
0
1
0

3
4
,
6
4
0

8
9
3
,
0
7
7

7
,
3
6
5
,
0
7
9

1
8
2
,
0
8
3
,
2
1
8

区
分

合
計

事
業

用
資

産

イ
ン

フ
ラ

資
産

物
品

- 6 -



⑶ 主な施設の状況（令和７年度）

(単位：千円）

区分 名称等
取得年度
（年度）

貸借対照表
建　物

貸借対照表
減価償却累計額

本年度末残高

香芝市市営住宅 平成17年 560,367 251,499 308,868

近鉄五位堂駅北自転車駐車場 平成3年 160,241 158,447 1,794

ＪＲ香芝駅自転車駐車場 平成16年 94,244 83,779 10,465

近鉄下田駅地下自転車駐車場 平成9年 249,295 229,153 20,142

近鉄関屋駅自転車駐車場 平成12年 23,778 23,446 332

ＪＲ志都美駅西自転車駐車場 平成22年 19,391 11,802 7,589

ＪＲ志都美駅東自転車駐車場 平成27年 22,430 20,724 1,706

近鉄二上駅北自転車駐車場 平成30年 51,631 27,043 24,588

ＪＲ五位堂駅自転車駐車場 平成30年 8,284 5,336 2,948

香芝市立五位堂小学校 昭和43年 2,402,557 2,224,902 177,655

香芝市立下田小学校 昭和42年 2,277,445 2,063,164 214,281

香芝市立二上小学校 昭和44年 3,173,807 1,730,118 1,443,689

香芝市立関屋小学校 昭和46年 2,256,013 1,774,396 481,617

香芝市立志都美小学校 昭和37年 2,124,138 1,960,300 163,838

香芝市立三和小学校 昭和51年 1,334,472 1,083,703 250,769

香芝市立鎌田小学校 昭和57年 785,352 626,700 158,652

香芝市立真美ヶ丘東小学校 昭和57年 1,889,025 1,463,418 425,607

香芝市立真美ヶ丘西小学校 昭和62年 1,410,495 1,053,537 356,958

香芝市立旭ケ丘小学校 平成6年 1,431,611 836,400 595,211

香芝市立香芝中学校 昭和49年 3,753,231 3,387,894 365,337

香芝市立香芝西中学校 昭和57年 2,848,389 2,512,345 336,044

香芝市立香芝東中学校 昭和58年 2,443,283 1,984,021 459,262

香芝市立香芝北中学校 平成11年 3,764,158 1,982,421 1,781,737

香芝市立五位堂幼稚園 昭和46年 193,557 191,064 2,493

香芝市立二上幼稚園 昭和47年 93,852 73,463 20,389

香芝市立志都美幼稚園 昭和48年 88,643 87,020 1,623

香芝市立関屋幼稚園 昭和50年 112,404 110,121 2,283

香芝市立三和幼稚園 昭和50年 135,404 130,342 5,062

香芝市立旭ケ丘幼稚園 平成16年 404,739 162,723 242,016

香芝市中央公民館 昭和54年 1,485,099 1,324,116 160,983

香芝市総合体育館 昭和52年 2,275,243 2,025,830 249,413

香芝市北部地域体育館 昭和53年 344,211 224,105 120,106

香芝市ふたかみ文化センター 平成3年 2,946,367 1,998,166 948,201

生 活
インフラ・
国 土 保 全

教 育
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⑶ 主な施設の状況（令和７年度）

(単位：千円）

区分 名称等
取得年度
（年度）

貸借対照表
建　物

貸借対照表
減価償却累計額

本年度末残高

香芝市立認定こども園鎌田幼稚園 昭和62年 172,066 143,369 28,697

香芝市立認定こども園下田幼稚園 昭和45年 263,419 247,316 16,103

香芝市立認定こども園真美ヶ丘東幼稚園 昭和62年 281,857 207,576 74,281

香芝市立五位堂保育所 昭和52年 113,437 81,804 31,633

香芝市立若葉保育所 昭和52年 250,857 211,001 39,856

香芝市立みつわ保育所 平成28年 617,401 218,912 398,489

香芝市立二上保育所 昭和57年 155,536 127,784 27,752

香芝市立真美ヶ丘保育所 昭和59年 411,860 96,310 315,550

下田学童保育所 平成16年 79,754 49,192 30,562

関屋学童保育所 平成23年 9,888 2,935 6,953

五位堂学童保育所 昭和57年 39,243 38,474 769

二上学童保育所 平成14年 69,199 29,704 39,495

鎌田学童保育所 昭和63年 12,903 7,634 5,269

真美ヶ丘東学童保育所 平成21年 44,963 19,155 25,808

真美ヶ丘西学童保育所 平成27年 39,045 11,723 27,322

三和学童保育所 昭和60年 52,883 21,721 31,162

旧志都美学童保育所 平成26年 29,295 9,449 19,846

香芝市子育て支援センター 平成19年 73,238 39,731 33,507

香芝市総合福祉センター 平成10年 3,356,048 1,840,550 1,515,498

香芝市営火葬場 平成9年 122,229 61,476 60,753

香芝市保健センター 平成24年 541,521 141,409 400,112

総 務 本庁舎 昭和51年 3,350,968 2,557,118 793,850

備考
　１　取得年度は、最も古い建物の取得年度とする。
　２　金額は、１，０００円未満を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

福 祉

環 境 衛 生

- 8 -



４ 貸借対照表の概要 

⑴ 資産の構成

資産は、「土地、建物などの財産」、「貸付金、未収金などの権利」等、

将来にわたり行政サービスを提供するために使用されるものである。 

 資産総額は１，０８１億４，２７０万７千円、市民１人当たり１３８万９

千円である。 

 資産の８９．１％は、庁舎、学校等の施設及び土地といった事業用資産（

３９．７％）と、道路及び公園といったインフラ資産（４９．４％）で構成

されている。 

（単位：千円） 

令和７年度 令和６年度 増減 

資 産 総 額 108,142,707 105,714,753 2,697,954 

市民１人当たり 1,389 1,354 35 

⑵ 負債の構成

負債は、市が持つ資産を形成する財源のうち、将来に負担しなければなら

ない金額を表したもので、１年以内に支払期限が到来する流動負債と、将来

の世代が負担することとなる固定負債に分けられる。 

 負債総額は３０５億９，２８０万３千円、市民１人当たり３９万３千円で

ある。 

（単位：千円） 

令和７年度 令和６年度 増減 

負 債 総 額 30,592,803 30,021,277 571,526 

市民１人当たり 393 384 9 

⑶ 純資産の構成

純資産は、市が持つ資産を形成する財源のうち、これまでの世代及び国又

は県が負担してきた金額を表したものである。 

 純資産総額は７７５億４，９９０万４千円、市民１人当たり９９万６千円

である。 

（単位：千円） 

令和７年度 令和６年度 増減 

純 資 産 総 額 77,549,904 75,693,476 1,856,428 

市民１人当たり 996 969 27 
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５ 貸借対照表を活用した財政分析 

⑴ 純資産比率

資産総額に対する純資産の割合で、資産のうち市民の持ち分を表したもの

である。企業会計における自己資本比率に相当するものであり、この割合が

高いほど健全な財政状況にあるといえる。前年度と比較して０．１％高くな

っている。 

純資産総額  資産総額 

77,549,904 千円 ÷ 108,142,707 千円 ＝ 71.7％ 

⑵ 負債比率

資産総額に対する負債の割合で、資産のうちの借入金への依存度を表した

ものである。純資産比率の逆の指標となり、この割合が高いほど将来負担へ

の影響が大きいといえる。前年度と比較して０．１％低くなっている。 

負債総額  資産総額 

30,592,803 千円 ÷ 108,142,707 千円 ＝ 28.3％ 

⑶ 社会資本形成の世代間負担比率

社会資本形成の結果を示す公共資産の資産形成に充てられた財源を見るこ

とによって、これまでの世代によって既に負担された割合及び将来の世代に

よって負担しなければならない割合を把握することができる。前年度と比較

して、「これまでの世代による社会資本形成の負担比率」は０．１％、「将

来の世代による社会資本形成の負担比率」は１．５％高くなっている。 

ア これまでの世代による社会資本形成の負担比率

純資産総額 有形・無形固定資産 

77,549,904 千円 ÷ 96,769,193 千円 ＝ 80.1％ 

イ 将来の世代による社会資本形成の負担比率（将来世代負担比率）

地方債残高※ 有形・無形固定資産 

17,564,910 千円 ÷ 96,769,193 千円 ＝ 18.2％ 

※ 地方債残高からは、臨時財政対策債及び減税補塡債を除く。

⑷ 歳入総額に対する資産比率及び純資産比率

歳入総額に対する資産総額及び純資産の割合を算出することにより、基準

日に形成されている資産総額及び純資産に、何年分の歳入が充当されている

かを把握することができる。前年度と比較して、「歳入総額に対する資産比

率」は０．４年、「歳入総額に対する純資産比率」は０．２年減っている。 

ア 歳入総額に対する資産比率

資産総額 歳入総額※ 

108,142,707 千円 ÷ 37,255,566 千円 ＝ 2.9 年 

- 10 -



   イ 歳入総額に対する純資産比率 

純資産総額  歳入総額※   

77,549,904 千円 ÷ 37,255,566 千円 ＝ 2.1 年 

    ※ 歳入総額＝収入合計＋前年度末資金残高 

  ⑸ 有形固定資産減価償却率 

    有形固定資産のうち償却資産について、耐用年数に対して資産の取得から

どの程度経過しているのかを表している。この比率が高いほど施設の老朽化

が進んでいるといえる。前年度と比較して０．２％高くなっている。 

減価償却累計額  有形固定資産（償却資産）   

84,491,742 千円 ÷ 119,267,406 千円 ＝ 70.8％ 
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第４ 行政コスト計算書 

１ 行政コスト計算書とは 

行政コスト計算書は、市が１年間に行政サービスを提供するために、どの分

野にどのようなコスト（費用）が掛かるのか、また、その財源となる使用料、

手数料等の収入の関係を表している。 

２ 行政コスト計算書の見方 

経常費用 

業務費用 

人件費 

職 員 給 与 費 

賞与等引当金繰入額 

退職手当引当金繰入額 

職員給与、議員報酬、退職手当費用等

を表したもの 

物件費等 

物 件 費 

維 持 補 修 費 

減 価 償 却 費 

備品、消耗品、施設等の維持修繕に係

る経費、事業用資産の減価償却費等を

表したもの 

その他業務費用 

支 払 利 息 

徴収不能引当金繰入額 

地方債の支払利息等上記以外の費用を

表したもの 

移転費用 

補 助 金 等 

社 会 保 障 給 付 

他 会 計 へ の 繰 出 金 

市民、団体等への補助金、児童手当、

生活保護費等の社会保障関係給付等を

表したもの 

経常収益 

使 用 料 及 び 手 数 料 

そ の 他 

使用料及び手数料等のサービスの提供

に対する収入等を表したもの 

臨時損失 災害復旧事業費、資産除売却損等を表したもの 

臨時利益 資産売却益等を表したもの 
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３　令和７年度行政コスト計算書

自　令和７年　４月　１日
至　令和８年　３月３１日

（単位：千円）

金額

経常費用 29,223,364 

業務費用 14,143,171 

人件費 5,193,759 

職員給与費 3,932,954 

賞与等引当金繰入額 343,547 

退職手当引当金繰入額 294,133 

その他 623,124 

物件費等 8,649,699 

物件費 5,764,543 

維持補修費 524,869 

減価償却費 2,360,288 

その他 - 

その他の業務費用 299,713 

支払利息 123,049 

徴収不能引当金繰入額 5,346 

その他 171,318 

移転費用 15,080,192 

補助金等 4,162,254 

社会保障給付 8,771,195 

他会計への繰出金 2,138,357 

その他 8,387 

経常収益 949,955 

使用料及び手数料 233,671 

その他 716,284 

純経常行政コスト △ 28,273,408

臨時損失 52,332 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 52,332 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 5,865 

資産売却益 5,865 

その他 - 

純行政コスト △ 28,319,875

科目
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４ 行政コスト計算書の概要 

 経常費用の総額は２９２億２，３３６万４千円であり、これらの行政活動に

対する使用料、手数料等による経常収益は９億４，９９５万５千円で、純経常

行政コストは２８２億７，３４０万８千円、臨時損失及び臨時利益を加味した

純行政コストは２８３億１，９８７万５千円である。 

 これは市民１人当たりでは、３６万４千円の純行政コストを要していること

となる。 

（単位：千円） 

令和７年度 令和６年度 増減 

経 常 費 用 総 額 29,223,364 27,175,162 2,048,202 

経 常 収 益 総 額 949,955 737,055 212,900 

純 経 常 行 政 コ ス ト 28,273,408 26,438,107 1,835,301 

純 行 政 コ ス ト 総 額 28,319,875 26,509,929 1,809,946 

市 民 １ 人 当 た り 364 339 25 

行政コストの構成 

 経常費用の総額は２９２億２，３３６万４千円であり、その内訳は、人件費

が５１億９，３７５万９千円で１７．８％、物件費等は減価償却費を含み、維

持補修費等に要した費用として８６億４，９６９万９千円で２９．６％である。

また、移転支出では、児童手当の給付、生活保護費等の社会保障関係移転支出

が８７億７，１１９万５千円で３０．０％、他会計等への支出が２１億３，８

３５万７千円で７．３％である。 

（単位：千円） 

令和７年度 令和６年度 増減 

経 常 費 用 総 額 29,223,364 27,175,162 2,048,202 

人 件 費 5,193,759 4,858,997 334,762 

物 件 費 等 8,649,699 7,301,101 1,348,598 

社会保障関係移転支出 8,771,195 7,989,692 781,503 

他 会 計 等 へ の 支 出 2,138,357 2,225,925 △87,568
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５ 行政コスト計算書を活用した財政分析 

⑴ 行政コスト対税収等比率

税収等の財源に対する純経常行政コストの比率を表すことにより、当年度

の財源のうち、どれだけ資産形成の伴わない純経常行政コストに費消したか

を比較することができる。この比率が１００％に近づくほど資産形成の余裕

度が低いといえ、１００％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩され

たことを表す。前年度と比較して０．２％低くなっている。 

純経常行政コスト  財源 

28,273,408 千円 ÷ 30,175,687 千円 ＝ 93.7％ 

⑵ 受益者負担の割合

行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表したもので、受益者負

担の水準を把握することができる。前年度と比較して０．６％高くなってい

る。 

経常収益 経常費用 

949,955 千円 ÷ 29,223,364 千円 ＝ 3.3％ 
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第５ 純資産変動計算書 

１ 純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年度でどのように変動したか

を表したものである。 

２ 純資産変動計算書の見方 

純 行 政 コ ス ト 
行政コスト計算書によって計算された行政サービスに対

するコストの財源不足分を表したもの 

財 源 
市税、地方譲与税等の税収等、国県等補助金等の行政コ

スト計算書に計上されない財源を表したもの

固定資産等の変動 
有形固定資産等の増減及び貸付金、基金等の増減を表し

たもの 

資 産 評 価 差 額 
有価証券等の当該年度における評価益と評価損との差額

を表したもの 

無 償 所 管 換 等 
無償で譲渡し、又は取得した固定資産の評価額を表した

もの 
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３　令和７年度純資産変動計算書

自　令和７年　４月　１日
至　令和８年　３月３１日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 75,693,476 104,234,230 △ 28,540,754

純行政コスト（△） △ 28,319,875 △ 28,319,875

財源 30,175,687 30,175,687

税収等 19,817,757 19,817,757

国県等補助金 10,357,930 10,357,930

本年度差額 1,855,812 1,855,812 

固定資産等の変動（内部変動） 2,336,073 △ 2,336,073

有形固定資産等の増加 4,594,632 △ 4,594,632

有形固定資産等の減少 △ 2,390,249 2,390,249

貸付金・基金等の増加 1,830,362 △ 1,830,362

貸付金・基金等の減少 △ 1,698,673 1,698,673

資産評価差額 - - 

無償所管換等 616 616 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 1,856,428 2,336,689 △ 480,260

本年度末純資産残高 77,549,904 106,570,918 △ 29,021,014

科目 合計

純行政コスト２８３億１，９８７万５千円に対し、財源である税収等と国県等補

助金の合計額は３０１億７，５６８万７千円となっており、発生したコストを、税

収等を主とする財源で賄えたことを表している。

(単位：千円）

４ 純資産変動計算書の概要

令和７年度 令和６年度 増 減 

純行政コスト 28,319,875 26,509,929 1,809,946 

財 源 30,175,687 28,143,189 2,032,498 
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第６ 資金収支計算書 

１ 資金収支計算書とは 

資金収支計算書は、行政活動に伴う現金等の資金の増減を、性質の異なる三

つの活動「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財務活動収支」に区分し

て金額を表し、どのような活動に資金が必要であったかを表したものである。 

２ 資金収支計算書の見方 

業務活動収支 

税収や使用料、手数料等の収入及び人件費、需用費、扶助

費等の支出で、投資活動及び財務活動以外の現金の収入及

び支出を表したもの 

投資活動収支 

固定資産の取得及び基金の積立てによる支出、固定資産の

売却、基金の取崩しによる収入等の投資的な活動における

現金の収入及び支出を表したもの 

財務活動収支 

地方債の借入れによる収入、地方債の償還による支出等の

資金の調達及び返済による財務的な活動における現金の収

入及び支出を表したもの 
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３　令和７年度資金収支計算書

自　令和７年　４月　１日
至　令和８年　３月３１日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 26,500,260 

業務費用支出 11,420,007 
人件費支出 5,105,009 
物件費等支出 6,027,767 
支払利息支出 123,049 
その他の支出 164,182 

移転費用支出 15,080,253 
補助金等支出 4,162,254 
社会保障給付支出 8,771,255 
他会計への繰出支出 2,138,357 
その他の支出 8,387 

業務収入 29,853,493 
税収等収入 19,830,617 
国県等補助金収入 9,092,349 
使用料及び手数料収入 233,751 
その他の収入 696,776 

臨時支出 - 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 - 

臨時収入 - 
業務活動収支 3,353,233 
【投資活動収支】

投資活動支出 6,655,189 
公共施設等整備費支出 4,878,670 
基金積立金支出 1,776,519 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 - 
その他の支出 - 

投資活動収入 2,876,120 
国県等補助金収入 1,265,581 
基金取崩収入 1,604,664 
貸付金元金回収収入 - 
資産売却収入 5,874 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 3,779,069
【財務活動収支】

財務活動支出 2,955,624 
地方債償還支出 2,935,645 
その他の支出 19,979 

財務活動収入 3,650,800 
地方債発行収入 3,650,800 
その他の収入 - 

財務活動収支 695,176 
本年度資金収支額 269,340 
前年度末資金残高 875,153 
本年度末資金残高 1,144,492 

前年度末歳計外現金残高 291,275 
本年度歳計外現金増減額 14,299 
本年度末歳計外現金残高 305,574 
本年度末現金預金残高 1,450,067 

科目
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４ 資金収支計算書の概要 

 財務活動収支は、６億９，５１７万６千円の黒字である。これは、地方債の

償還額よりも借入額が多かったことを示している。 

 投資活動収支及び財務活動収支の赤字合計３０億８，３８９万３千円に対し、

業務活動収支の黒字は３３億５，３２３万３千円であり、全体の収支は黒字で

ある。 

 この資金の増減については、貸借対照表における現金預金の増減に反映され、

流動資産の増減に影響することとなる。 

（単位：千円） 

令和７年度 令和６年度 増減 

財 務 活 動 収 支 額 695,176 △612,547 1,307,723 

投資活動収支額及び 

財務活動収支額の合計 
△3,083,893 △3,072,121 △11,772

業 務 活 動 収 支 3,353,233 3,201,425 151,808 
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一般会計等財務書類における注記 

１ 重要な会計方針 

⑴ 固定資産の評価基準及び評価方法

ア 有形固定資産

取得原価。ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとお

りである。 

（ア）昭和５９年度以前に取得したもの

再調達原価。ただし、道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額１円とし

ている。 

（イ）昭和６０年度以後に取得したもの

ⅰ 取得原価が判明しているもの 

取得原価 

ⅱ 取得原価が不明なもの 

 再調達原価。ただし、道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額１円と 

している。 

イ 無形固定資産

取得原価。ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとお

りである。 

ⅰ 取得原価が判明しているもの 

取得原価 

ⅱ 取得原価が不明なもの 

再調達原価 

⑵ 固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産（リース資産を除く。）

定額法。なお、主な耐用年数は、次のとおりである。

（ア）建物 １５年から５０年まで

（イ）工作物 ５年から６０年まで

（ウ）物品 ３年から１７年まで

イ 無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法。また、ソフトウェアについては、本市における見込利用期間（５

年）に基づく定額法による。 

ウ リース資産（リース資産に限る。）

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
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⑶ 引当金の計上基準及び算定方法

ア 徴収不能引当金

未収金、長期延滞債権及び長期貸付金については、過去５年間の平均不納

欠損率又は個別に回収の可能性を検討した結果により、徴収不能見込額を計

上している。 

イ 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上している。

ウ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利

費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計

上している。 

⑷ リース取引の処理方法

ア ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

イ オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

２ 貸借対照表に係る事項 

⑴ 売却可能資産

ア 範囲

香芝市公有財産活用検討委員会等の庁内組織において売却予定とされている

公共資産 

イ 内訳

土地（事業用資産） ４，８３４万３千円 

令和７年度基準日時点における売却可能価額を記載している。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年 

６月２２日法律第９４号）の規定に基づく評価方法による。 

⑵ 地方交付税措置のある地方債

地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税算定基礎である基準財

政需要額に含まれることが見込まれる金額 ２３８億１，１３４万２千円 

⑶ 将来負担に関する情報

地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定に基づく将来負担比率の算

定要素は、次のとおりである。 

ア 標準財政規模 １８１億１４３万１千円

イ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 １６億５３７万

８千円 

- 23 -



ウ 将来負担額 ４１６億８，３１２万１千円

エ 充当可能基金額 １０６億７，７３６万７千円

オ 特定財源見込額 １，７０９万９千円

カ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 ２３８億１，１３４万

２千円 

３ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

⑴ 固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた金額を計

上している。 

⑵ 余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上している。

４ 資金収支計算書に係る事項 

⑴ 基礎的財政収支

ア 業務活動収支（支払利息支出を除く。） ３２億３，０１８万４千円

イ 投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。） △３６億７

２１万４千円 

ウ 基礎的財政収支 △３億７，７０３万円

⑵ 一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていない。なお、一時借入

金の限度額は、４０億円である。 
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